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    ＜要 旨＞ 

本稿の目的は、最近の教育研究（educational research）における新
唯物論の発展を把握し、これを評価することにある。気候災害の増加と
デジタル技術の発展により、新唯物論は推進されるようになった。新唯
物論的教育研究でも、セマンティックウェブ技術、デジタル写真などを
活用した研究が増加している。このような傾向は、これまで疎外され排
除された「非人間行為者」の意味と価値を見直す機会となっている。 

しかしながら、新唯物論は哲学的にも政治的にも批判に直面してい
る。私たち人間と物ごとの結びつきを自由に置き換えることができる
という発想は、物事を私たちの利害関係に合わせて好き勝手に扱える
という意味にも解釈される。政治的にも、歴史の主役であった人間に背
を向け、物質の魅力と資本主義商品の魅力が同等だと捉える効果を生
んでしまう。その結果として、新唯物論は人間を物質に従属させる危険
を生む恐れがある。にもかかわらず、新唯物論的教育研究は、近代教育
の転換のための言語を提供し、事実に対する問題から関心に対する問
題に私たちを導くことによって、教育研究における実践的教育学と教
育科学の分離を克服する手段となっている。新唯物論的教育研究は、反
省的行為者を中心に置く従来の教育研究をどうやって変化させていく
かという役割も負っているのだ。 

 

  

 
韓国 忠北大学校・准教授 
名古屋大学高等教育研究センター・客員准教授 

特別寄稿 

179



1．序論 
 

非人間についての議論が教育研究に新たな風を吹き込んでいる。この議
論を主導するエドワーズとフェンウィックは、ブルーノ・ラトゥール（Bruno 
Latour 1947～2022）のアクターネットワーク理論（Actor-Network Theory：
ANT）を基盤に、社会物質性（sociomateriality）の教育研究者には社会と
自然、人間と非人間の分離を克服する態度が求められていると語る
（Edwards and Fenwick 2015）。クァク・ドクジュとパク・ウンジュ（Kwak 
and Park 2021）もラトゥールの媒介概念を土台に、科学を特権化しない生
態的倫理性に通じた行為者が科学教育に与える示唆を模索する。韓国にお
いても、技術と価値を結び付けた教育工学の学問的アイデンティティを探
求したり（リュ・ジホンほか 2016）、ポストヒューマニズムに基づいた学習
理論を探求し、教師の専門性を再定義したり（パク・ヒュヨン 2019）、質的
研究において「非人間行為者の声を追跡し翻訳できるようなデータ収集、資
料分析およびライティングの方法が具体的に考案されなければならない」
という提案もある（イ・スハン、ソ・ギョンヒ 2022: 57-8）。さらに、幼児教
育の現場でデジタル写真の役割を論じたり（トン・プリプ 2019）、実際の教
育ガバナンスにおける権力行使のプロセスの分析も行われている（ハ・ジョ
ンホ 2022）。 

このような流れは、「新唯物論（new materialism）」という大きな傘の中
で、伝統的哲学における主体－客体の関係を崩そうとしている。かつてクァ
ンタン・メイヤスーは「私たちは常に理由と存在の相関関係にのみ接近でき
るであって、一方をもう一方から分離されたものとして接近することはで
きない」と宣言した（Meillassoux 2010: 5）。こうして「言語と認識の監獄=
相関主義」（correlationism）という教義を共有し、物質がもつ自己組織化能
力と能動性を肯定した。新唯物論は、メイヤスーなどの思弁的実在論
（speculative realism）、ジェーン・ベネットの生気的唯物論（vital 
materialism）、カレン・バラッドの行為的実在論（agential realism）、ブル
ーノ・ラトゥールの ANT、ダナ・ハラウェイとロージ・ブライドッティな
どのポストヒューマニズム、グレアム・ハーマンなどのオブジェクト指向存
在論（object-oriented-ontology：OOO）、マルクス・ガブリエルの新実在論
（new realism）などを網羅している。この流れは「非人間的転回（nonhuman 
turn）」（Grusin 2015）、「物質的転回（material turn）」、「存在論的転回
（ontological turn）」、「思弁的転回（speculative turn）」など多様な名称で
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呼ばれ、今日多くの論争を生んでいる（Pfeifer 2016、キム・サンミン、キ
ム・ソヨン 2019、岩内 2019）。 

韓国の教育学界でもポストヒューマニズムをめぐる議論があった。チョ
ン・ユンギョンは「非人間、動植物、世界全体とどのように関係を結んで生
きていくべきかを模索する開かれたヒューマニズムを創案して」（チョン・
ユンギョン 2020: 209）と提案した。一方で、パク・ウンジュは ANT の魅
力と限界を指摘しており、新唯物論に基づく教育研究は、テクノロジーの無
限の拡大を減速させる可能性があると主張し、学習で固定された自我概念
からの脱却を助ける反面、人間の良好なコミュニケーションを準拠に技術
の良さを語るヒューマニズムに囚われたままであると評価する（パク・ウン
ジュ 2020: 18-22）。 

ウ・ジョンギル（2020）もまた、ポストヒューマニズムが重視する「（人
間の）改善と向上（enhancement）」の意味を懸念しながらも、教育の倫理
と向上の論理がどのように違うかを解明した。一方で、チェ・スンヒョン
（2020）は、ポストヒューマニズムの源泉と名指しされたジル・ドゥルーズ
（Gilles Deleuze 1925～1995）が人間と非人間の境界を崩すことだけに焦点
を合わせたのではないことを明らかにし、人間の規範性を中心に置く教育
研究を提案している。ポストモダニズムに関する教育哲学の主な関心事は、
つまるところヒューマニズムを更新するかどうかだ。 

このような背景において、最近の気候災害問題はポストヒューマニズム
をはじめとした新唯物論の導入を推進している。「気候災害（climate 
disaster）」とは「気候変化により自然災害の強度と頻度が予想を上回り、国
民の生命・身体および財産と国家に被害を与えること」（キム・ベクジョほ
か 2022: 33）と定義され、そのほとんどが自然災害と社会災害に区分され
る。2023 年 7 月、第 78 回国連気候目標首脳会議でアントニオ・グテーレス
国連事務総長は「地球温暖化（global warming）時代」の終結と「地球沸騰
化（global boiling）の時代」の到来を主張している。炭素排出の急増とこれ
による地球環境の変化が結合して現れる量的気候フィードバック効果によ
って地球の温度の急激な上昇が起きているためだ。「気候災害」という言葉
は、気候変動や気候危機よりも現在の人類が直面する危険性に対するより
正確な表現と言える。また、「第 4 次産業革命」のようなスローガンと共に、
予想される未来よりもより現実的な未来の姿も表している。 

バリン（Wallin 2017）はポスト人新世のための教育研究は「人間の意志と
欲望の範囲に対応する実在性の過程」（Wallin 2017: 1102）を超えなければ
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ならないと主張する。ナア・ママイザイァ（2022）もまた、新唯物論に基づく
教育研究では人間の養成ではなく、人間関係そのものの養成へのパラダイ
ム転換を求めた。チェ・スンヒョンとソ・ボムジョン（2023）は思弁的実在
論を支持するティモシー・モートン（Timothy Morton 1968～現在）の生態
学的思考を土台に 20 世紀近代教育の変革を提唱した。一方、新唯物論に基
づいた気候災害に関する議論は「観念論」に過ぎないという意見もある（ク
ァク・テジン 2023）。要するに、新唯物論は非人間に注目するにもかかわら
ず、依然としてヒューマニズムを志向し、物質性の歴史的条件に鈍感だとい
うことである。 

そうであれば、新唯物論が活発に議論されているにもかかわらず、教育研
究で「人間に対する教育、人間の規範性、人間の良好なコミュニケーション」
のような主張が提起されるという事実をどのように解釈するか。これはこ
れまでポストヒューマニズムや ANT のように破片的に提示された議論を
新唯物論という広い脈絡で批判的に検討する必要があることを示している。
かつては排除され疎外されていた非人間行為者が認識されるようになった
にもかかわらず、それが教師、学生、保護者のような主体の意図を研究の本
領とする教育研究にどれだけ導入できるだろうか。これに関連して「ポスト
モダンの状況で樹木型構造はすでに崩壊しているところだ。ならば、今後、
リゾーム型あるいはアノミー型で教員を自由にすることが要求されるので
はないか」（下司 2016、チェ・スンヒョン 2020: 275）という問いが浮かび
上がる。すなわちポストモダン教育学以後、新唯物論的教育学を模索しよう
とする者たちに向けられた問いと言える。ならば私たちに与えられた課題
は「断絶的な新しさを前面に出す叙事は、今まで存在していたことに対する
過度な単純化が介在される傾向がある」（ファン・ジョンア 2022: 208）とい
う新唯物論に対する慎重な視点をどれだけ満足させることができるかにか
かっていると言える。 

本研究は最近の教育研究で新唯物論の展開を把握し、これを哲学的な水
準で批判することを目的としている。レス（Leś 2021）によると、哲学的
探求の役割は、新しい教育研究が活性化される時、方法論が指向するもの
を超えた経験的方法の受け入れによって生じる問題に対して、理論的承認
を通じて答えを探すのに役立つことにあると言う。彼の見解では量的研究
と質的研究を絶対化すると、すべての教育研究が実践的で経験的な面に関
連するという誤った仮定を立てることになり、理論はこの仮定に何の影響
も与えない。「そのような研究は、ただ根拠の根底にあることの確認に失
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敗したまま、氷山の一角に触れるに過ぎない」（Leś 2021: 141）。 
本研究はこれに基づき、第一に、新唯物論に基づく教育研究の特徴と現況

を考察する。特に、代表的な傾向である ANT に基づく教育研究を分析する。
エドワーズほか（Edwards and Carmichael 2012、Edwards and Fenwick 
2015）は、既存の範疇化された行為者を超えて「事態そのもの」に焦点を当
てなければならないと言う。既存の範疇化された行為者では科学技術に伴
う気候災害のような「関心事の問題」（matters of concern）に適切に対応す
ることは難しい。例えば、セマンティックウェブ技術を活用した地理教育で
アプリケーションが提供する非人間行為者の特性と共に、大陸や国家ごと
に異なる気候災害の社会的、政治的結果に対する討論を行うことができる。
また、ラトゥールの「変成帯での媒介過程」（mediation process in a 
metamorphic zone）という概念を通せば、科学の積層性、大衆性、歴史性
を理解し、これを科学教育に活用することができる（Kwak and Park 2021）。
このように「事態そのもの、関心事、媒介」等を強調する ANT は、質的
研究において詳細な説明責任を通じた妥当性の確保という洞察を提供し、
地域教育ガバナンスを理解するためのツールとして適用範囲を拡大しつつ
ある（イ・スハン、ソ・ギョンヒ 2022、ハ・ジョンホ 2022）。 

第二に、本研究では新唯物論に対する哲学的および政治的批判を挙げ、
新唯物論的教育研究の効用と限界を考察する。新唯物論は物質に活力があ
ると前提している。例えば、大規模停電事態の行為者は人間だけでなく電
気のような物質でもあるが、これでは該当案件の責任を特定することが難
しくなる（Bennett 2010）。このようなことが起こる理由は、新唯物論がカ
ント以来の主体－客体モデルを拒否しているからだ（ソ・ドンジン 2020）。
逆説的にも気候災害の前で物質の行為性を強調する一方には、これを解決
する主体が誰なのかに対する質問が希薄となっている。物質の活力と商品
の魅力をどう区分するかが新唯物論に課せられたこれからの課題だ。 

以上のような限界にもかかわらず、新唯物論的教育研究は気候災害を分
析するための言語を提供し（Peim and Stock 2022）、教育研究で規範を指向
する実践的教育学と対象に、技術を指向する教育科学間の分離を克服する
資源となっている（広田 2009）。反面、目的を伴う実践としての教育に内在
する「反省的行為者性」は依然として教育の多面的性格を考察する上で不可
欠だ（Biesta 2020）。これは新唯物論的教育研究と伝統的な教育研究の分岐
点として今後もさらなる議論が求められるであろう。以上の議論を通じて、
人間中心主義的な傾向が強い教育研究に新唯物論がどのよう新しい風を吹
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き込むことができるか検討してみよう。 
 

2．新唯物論的教育研究の展開：ANT を中心に 
 

新唯物論的教育研究において最も活発に導入されている議論を挙げると
すれば、ブルーノ・ラトゥールの ANT だ。一方で、フェミニズムを志向す
る新唯物論に基づいた教育研究も活発である。ここでは、ドゥルーズとガタ
リ（Deleuze and Guattari 1980）の生成論、バラドの行為的実在論、ハラウ
ェイとブライドッティのポストヒューマニズム、ベネットの生気的唯物論
などを応用した教育研究が主流を成している（Hultman and Taguchi 2010、
Ivinson and Renold 2013、Quinn 2013、Taguchi and Palmer 2013）。この節
では ANT の議論に焦点をあてる。 

エドワーズほかは、行為者ネットワーク理論（Acrot-Network Theory：
ANT）に基づき、新唯物論に基づいた教育研究を主導している。彼らは高
等教育でコンピュータ、コード、アルゴリズム、各種基準などの潜在的教育
課程要素がどのように行為者として機能するかを考察し、社会唯物論者
（sociomaterialist）として教育研究に介入することの政治的意味についても
論じた（Edwards and Carmichael 2012、Edwards and Fenwick 2015）。彼
らは、唯物論的研究者が、これまで排除され疎外されていた行為者が持つ重
要性を追跡できると主張する。ここで言う疎外された行為者とは、影響力が
ないとみなされた行為者、例えば「安全な食べ物、気候変動、資本と人口の
全地球的な流れ、生物学技術を通じた遺伝子組み換え生物、日常を覆ったデ
ジタル仮想技術など」（Edwards and Fenwick 2015: 1397）を指す。彼らは
自然と社会の徹底した分離を土台に既存の社会科学が発展してきたと批判
する。この間、私たちは「事実」だけに関心を持ってしまい、本当に関心を
持たなければならない行為者に対して無関心だったということだ。影響力
がないとみなされた行為者たちがその具体例だ。教育不平等現象を研究す
る時、社会科学者たちは資本主義、階級、ジェンダー、人種のように、いく
つかに類型化され名付けられた範疇に分類される者だけを考慮する。これ
には自然と社会の絡み合いが考慮されていない。このような分離は、他の存
在の実践をただ純粋なものとして退け、それらを自然主義化する。物質対記
号、実践対理論、主体対客体、表象対介入のような鮮明な構図を仮定した研
究は、ややもすると「事態（states of affairs）」（Edwards and Fenwick 2015: 
1391 再引用、（ ）による強調は筆者）を見過ごす可能性がある。 
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具体的な事例を見てみよう。エドワーズら（Edwards and Carmichael 2012）
は、隠れたカリキュラム（hidden curriculum）における非人間行為者とし
てのセマンティックウェブ技術（semantic web technologies）の役割を研究
している。アンダーソン（Anderson 2001: 30、（ ）による強調は筆者）は隠
れたカリキュラムの 3 つの異なる含意について次のように述べている。「一
つ目は、社会的特権を維持しようとする教化（indoctrination）の一種だ。2
つ目は正規教育の副次的な効果である。3 つ目が正規教育の研究の必然的完
成のための明文化されていない（unstated）規則である」（Edwards and 
Carmichael 2012: 577、再引用）。一方でセマンティックウェブ（Semantic 
Web）に対しては「情報が定義づけられた意味を付与され、コンピュータと
人間が協力して作業できるようにする現在のウェブの拡張である。ウェブ
のデータは、様々なアプリケーションでより効果的に検索、自動化、統合、
再利用されるような方法で定義され、接続されている」と述べている
（Edwards and Carmichael 2012: 581）。彼らは米国地理サービス（US 
Geological Service）が提供する情報を基に製作されたアプリケーションを
活用した大学院の授業も紹介している。大学院生たちは、中国やアフリカの
サハラ以南地域で起きた自然災害を、米国のマスコミがどのような比喩を
使い、典型的な方式で報道するかについて議論する。アプリケーションは時
間・緯度・経度・深さといった基本情報、国名・地名・地域・生態系といっ
た地域情報、そしてリソース・トピック・記者名・要約およびキーワードな
どマスコミの報道資料などを標準化して提供する。これは他の情報とつな
がり、相互作用が可能だ。このような非人間行為者らの繊細な作動にもかか
わらず、そこには技術的、教育的、イデオロギー的な排除が存在する。例え
ば、X 国のネットワークからのデータは信頼できないとか（技術的）、その
コンテンツは英語ではないので学生がアクセスできないとか（教育的）、Y
は政府ニュースである（イデオロギー的）といった判断が可能なのである。
このように「隠れたカリキュラムは探求の潜在的議論、軌跡を形作り、学習
環境で学生の主体性が創発するようにする」（Edwards and Carmichael 
2012: 586）。学生たちはセマンティックウェブ技術が設計した道に従いなが
らも、自分たちが置かれている環境によって異なる意見を交換する。この研
究を通じて、私たちはオープンソースアプリケーションの開発者でさえ、そ
れが実際にどのように作動するのか全て知らないという点を想起すること
が求められる。 

一方、クァク・ドクジュとパク・ウンジュ（Kwak and Park 2021）はラ
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トゥールに従い科学教育で地球科学用語でもある「変成帯での媒介過程」を
通じて事実が関心事の問題へとどのように移動するかを模索する。科学実
験室では「あるものが生（raw）の状態から、（意味を持った）実在（real）
になる瞬間が存在する」（Kwak and Park 2021: 408、（ ）による強調は筆
者）。これは実践が能力として、属性が実体として、単純な行為が行為主体
として記録されることを意味する。ある対象物が客観的知識の枠組みの中
に組み込まれるのだ。この媒介プロセスは以下の 3 つの異なる特徴を通し
て教育的に理解することができる。第一に、科学的発見で媒介プロセスは行
為客体から行為主体へと逆行はできず、積層（layer by layer）と速度鈍化
を通じてのみ可視化される。第二に、媒介プロセスは天才科学者だけが行え
るような特別な技術ではなく、知覚し、発見する基礎的認知技術だけを要求
する。第三に、媒介プロセスは物質の科学ではなく「物質の歴史」（history 
of matter）としての自然体を理解させてくれる。これはどういう意味だろ
うか。「物質が行為主体としてその名を発現させる（emerges）変成帯にお
いて、人間は物質の声に代わって（represent）委任される（delegates）」の
である（Kwak and Park 2021: 409、（ ）による強調は筆者）。このように変
成帯で繰り広げられる不可逆的な媒介の過程、誰にでも開かれた媒介の主
体、そして媒介の歴史性という 3 つの特徴は、意識の向上や人間の教育的経
験と一致する。私たちは科学的発見や学習でこの 3 つの軌跡を取り戻す必
要がある。 

新唯物論を活用した韓国内の教育研究は ANT 論に基づいた質的研究に
集中している。まず、トン・プリプ（2019）は幼児教育でデジタル写真をは
じめとする多様な行為者－デジタルカメラ、遊び道具、教育談義、親による
インターネットカフェ利用－がどのような関係を形成するのかについて文
化的・技術的研究方法により分析した。デジタル写真は子どもたちへの褒美
であると同時に監視者としての役割を果たし、教師が持つ専門性を両親に
証明して見せる政治的空間としても機能する。イ・スハンとソ・ギョンヒ
（2022）は、ANT を踏み台に、既存の教育研究と対比される質的研究方法
の争点を指摘する。第一に、研究者による切断と翻訳という行為である。
ANT は研究対象と現象の分離ではなく、その絡み合いを重視する。研究者
は現状と同等なものの一部として「行為的切断」を行い、知識生成のため特
定の物質－言語装置を通じて特定の行為性を分離する。行為的切断はあく
までも暫定的に決められた境界線に限定される。このような切断は研究の
様々な要素の中で自分が重要だと判断したことを翻訳する過程といえる。
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第二に、固定された一般化と予測を控えることだ。これは、行為者－ネット
ワークの躍動性と曖昧性のためだ。ネットワークは「生成の過程」にある不
確定な性格を帯びている。したがって、研究者は集めた資料を簡単に一般化
したり予測したりしてはならず、それが実験的なものであることを認識し
なければならない。第三に、研究の妥当性に基づく再現と省察の視点を超え
ることだ。ANT を活用した質的研究の妥当性は、伝統的な三角検証、同僚
検証、参加者検証などを「矯正手段」と認識するのではなく、詳細な解明責
任を通じて確保されなければならない。これは「人間研究者が非人間行為者
の声を“歪曲なしに”“妥当に”代弁することが本当に可能なのか」のよう
な問いに対して答える過程でもあり、オープンな議論が求められる点でも
ある（イ・スハン、ソ・ギョンヒ 2022: 49-56）。ANT に基づく教育工学分
野の学問的アイデンティティに対する探求においても、関係的実践から実
在が創発し、知識はネットワークの効果でもあり、学習は翻訳の過程であり、
教育には技術と道徳が伴い、質的研究が重視される（リュ・ジホンほか 2016）
ことを忘れてはならない。 

一方で、ハ・ジョンホ（2022）は、ANT によって一つの権力が崩れ、新
しい秩序が構築される過程が見れるという点に着眼し、全羅南道・順天市の
地域教育実践コミュニティの事例を分析する。教師、保護者、公務員、学生、
地域住民を含む集会は、既存の秩序に対抗する新しいネットワークへと進
化している。順天市が国内で最も多くの地域学校を保有するようになった
動力が、政談会という新しいネットワークのおかげであることがわかる。こ
のネットワークの形成には教育資料やカカオトークのような非人間行為主
体も寄与した。 

以上の議論を通じて新唯物論的教育研究の特徴と傾向を理解することが
できる。まず、これまで排除され疎外された行為者の意味に注目しなければ
ならない。自然と社会は分離されたものではなく、絡み合っている。例えば、
セマンティックウェブ技術を活用した学習で、学生たちは既存の技術では
経験できなかった、同時間帯に資料をダウンロードして相互作用しながら、
それを土台に活発な討論を行えるようになった。一つの技術が学習を新し
い方向に導くと同時に、事前にその経路を設計できないということも知る
こととなった。一方、新唯物論に基づく教育研究は、質的研究法を積極的に
活用していることが分かる。教育現場で学生たちが撮った写真は、代表的な
非人間行為者であり、開かれた解釈を生む有用なデータとなる。これに対す
る解釈は非常に慎重でなければならず、研究者の詳細な説明責任が要求さ
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れる。では、新唯物論に基づいた教育研究は、どのような批判に直面し得る
だろうか。哲学的な視点からこの問題を考察して、その解決策を導き出すこ
とにしよう。 
 

3．韓国における新唯物論に対する批判 
 

ここまで ANT に基づく教育研究を検討した。新唯物論はいわば大きな傘
のような包括的な用語であり、それぞれの理論を同じ名前で括るのが難し
いという理論上での異質性を帯びている。それにもかかわらず、これらの理
論は基本的には人間の観念に先立って自然が存在する、そして動物から事
物に至る非人間行為者の役割に注目するという共通点を示している。本節
では、この点をもとに、事物の生気性を前面に掲げるジェーン・ベネット
（Bennett 2010）の議論を筆頭に、ANT、オブジェクト指向存在論、行為的
実在論の限界を批判し、教育研究に与える示唆を探る。 

まず、生気的唯物論を見てみよう。これを代表するジェーン・ベネット
（Bennett 2010）は『生体する物質』（Vibrant Matter）で物質の能動性と
生命性を捕捉するための修辞的な論法を取った。何の能動性もないとみな
されてきた物質の力（power）を立証しようとするものだ。彼女は初夏のあ
る日、雨水に流された排水管の上のがらくたゴミ（手袋、花粉の塊、ネズミ
の死体、瓶の栓、木の枝）に感応する。ベネットはこのようなごく平凡なも
のの中で言葉では言い表せない自覚を感じている。それらを単なるゴミで
はなく、権利を主張する存在として理解し、ますます多くのものを消費す
るよう煽る米国的唯物論の反物質性を直観的に悟ったのだ。チュ・ジェヒ
ョン（2022）は、ベネットの主張に二つの問題点があると主張する。「まず、
対象が特定の方式で関係付けられ、影響力を発揮する配置自体が人間の主
観的な観点で構成されたり規定されたりする点だ。第二に、事物が唯一無
二の個体性を持つという存在論的事実と倫理的価値を別個のものだとい
う点だ」（チュ・ジェヒョン 2022: 157）。すなわち、ゴミに対するベネット
の認識は主観的であるだけでなく、存在論的事実と倫理的価値をまとめて
考えているということだ。物質に対するベネットの思考はうまくいきそう
な考え方に思えるが、人間と社会、そして世界を理解する基礎的概念、表現、
論理を放棄したとも無意味にしたとも言える。すなわち「極端な物質還元主
義に陥る危険がある」（チュ・ジェヒョン 2022: 159）。 

2003 年 8 月 14 日、北米で起きた大規模停電に対するベネットの発言は、
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人間主体の責任を放棄した物質還元主義の一例と見ることができる。ベネ
ットは、電力の枯渇を放置した一次エネルギーの責任者に道徳的責任を問
うことは難しいと考えたのだ。なぜなら、電子という生気的物質の流れであ
る電気は、発電装置、送電線、小規模火災、消費者、連邦エネルギー規制委
員会のような多様な行為者と連動した行為者の一つに過ぎないためだ。ベ
ネットは「利己的な意図、・・・エネルギー政策、アメリカのエネルギー使
用、アメリカの帝国主義、・・・不安定な電子の流れ、自然発火による山火
事、郊外の住宅開発による圧力」（Bennett 2010）などによる配置が停電を
生み出したと言う。ここで停電の一次的責任者である電力会社の利己的な
意図は、他の要因とつながることで薄れてしまう。ベネットは、このように
無数の要因が部分的な原因になり、それらが特定の配置を成す時に可変的
な力を発揮すると考えた。しかし一方で、彼女は一つの部分的な原因によっ
て、予想していた結果が起きないかもしれないという可能性は考慮してい
ない。 

チュ・ジェヒョン（2022）は、ベネットが存在論的水準ですべての物質存
在者が多様で創発的な行為能力を持っていると考えていたとしているが、
逆にこのような発想は倫理的な水準で意図せず存在者の間に位階を導入す
ると考察する。すなわち、存在の配置を勝手に変えることのできる自由な行
為者として国をみなすなら、倫理的に自分に害悪になるか利得になるかと
いう基準で物質を配置できるということだ。行為者主体とその対象である
物質客体という二元性を前提とするこの思考法は、私たちが物質に従属し
ているという存在論的立場を取りながらも、依然として私たちの行為に従
属した受動的オブジェクトとして対象を捉えるというアイロニーを生む。
実際に私たちの行為のある面は能動的で、ある面は受動的にならざるを得
ないにもかかわらずだ。 

結果として、ベネットは自分の思惑と違って、具体的な実践においての強
い人間中心主義に回帰してしまう。彼女はガタリが書いた文言を引用して
「地球の健康はますます人間の介入に頼っており、いつか地球の大気中の
酸素、オゾン、二酸化炭素の間の関係を統制するための巨大プログラムを立
てる日が到来する」と話す。そして、「これからは人間だけに与えられた自
発性、能動性を万物に分けるのではなく、物質の特徴である受動性、他動性
を人間も持っていることを認めなければならない」と力説する。生気的唯
物論は反人間中心主義を標榜しているにもかかわらず、実際には人間的属
性である能動性と創造性を物質的実在にまで拡張している。ジジェクの言
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葉通り「一種の神なき精神主義（a kind of spiritualism without gods）」（チ
ュ・ジェヒョン 2022: 174 再引用）とも言える。ファン・ジョンア（2022）
もまた、ベネットが示す非人間存在の活力の魅力は、資本主義的商品が発揮
する魅力とどう違うのか、ひいてはフェティシズムとどのように区分され
るのかについて明確に答えていないと批判する。すなわち、新唯物論が物質
の活力という議論を批判的に再構築できなければ、結局はオブジェクト指
向の資本主義を正当化するイデオロギーに過ぎないだろう。 

オブジェクトについて、生気的唯物論とは異なる見方を持つオブジェク
ト指向存在論（OOO）を見てみよう。キム・ソヨン（2022）は ANT との比
較を通じて OOO を考察する。ANT は、すべてのオブジェクトが行為さえ
すれば実在するという「平らな存在論」（platontology）だ。この点で ANT
と生気的唯物論の立場は同じである。一方、ハーモンに代表されるオブジェ
クト指向存在論は、オブジェクトの自律的実在性を重視する。「すべてのオ
ブジェクトが同等に実在（eqully real）するというのではなく、それらは同
等にオブジェクト（equally objects）であるということである」（Harman 
2011: 5）。これはどういう意味だろうか。OOO は ANT と違って、すべての
個体が同等に実在的でなくても、オブジェクトを自分との関係、性質、作
用を超える余剰物と捉える。ハーモンはこの立場から、オブジェクトが媒
介するという ANT を批判する。ANT が、人間が直接介入しないオブジ
ェクトの相互作用を無視していると、ひいては存在が行為に先んじている
という事実を見過ごしていると主張する。言い換えれば、生気的唯物論と
ANTは、すべてが明確な境界と断絶点を持たないとする反面、反対にOOO
はすべてが境界と断絶点を持つとしている。ハーモンが見るには、ラトゥ
ールに代表される ANT の問題は、実際の創発（real emergence）を単純な
機能に還元しているという点だ。彼の主張では、オブジェクトは他との関係
の有無にかかわらず、自律的性質を持った生成体と見なされるべきだ。
「OOO は翻訳、同盟、ネットワークのように人間との関係的行為を遂行し
ながら存在化するという観点からは一段階進んだものと言える。したがっ
て OOO は・・・非唯物論だ」（キム・ソヨン 2022: 92）。 

ANT に対する主な批判は、人間の責任に対して無関心だということだ。 
私たちが伝統的に築いてきた社会概念を否定したり、機械のような非人間
を行為主体として想定したりすることで、ANT は問題の責任者の所在を回
避しているという批判が続いている。ところが、晩年のラトゥールは気候変
動問題に大きな関心を持った。Enquête surles modes d’existence: Une 
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enthropologie des Modernes（2012）、Down to Earth（2018）、Mémo sur la 
nouvelle classe écologique: Comment faire émerger une classe écologique 
consciente et lière d’elle-même（2022）に至るまで一貫して政治体制を批判
している。その政治体制とはトランプ大統領後の米国に象徴される。ラトゥ
ールは、ローカルとグローバルを対比し、フェミニズムといったグローバル
の肯定的側面を認めながらも、土着民の暮らしを踏みにじるグローバルの
弊害を強く批判する。では、私たちはローカルとグローバルのどこに着陸す
ればいいのだろうか。これを検討するための概念が「大地」だ。代案の可能
性を制限するグローバル化は根本的に近代化と通じる。そして、近代化は大
地の共同体の暮らしに無関心なまま、DNA、認知科学、ロボットと結合し
たポストヒューマン的なバラ色の未来だけを提示する。ラトゥールはこの
ような極端な形態の近代化を「新・過剰・近代主義（neo-hyper-modernism）」
と呼び批判する（Latour 2018）。したがって、私たちが注意深く見なければ
ならないのは、ラトゥールが果たして脱政治的科学学学を支持しているの
かという点だ。もちろん彼は「大地は新しい政治的行為者である」（Latour 
2018: 56）と提唱する。これは一見、非人間を政治的主体として認めること
で、脱政治化された科学学を擁護しているように思える。しかし、「現在の
方向性の喪失は人間の行動に反応している。そしてそれは、近代化の主唱者
たちが、どこにいて、どの時代に生きていて、今からどのような役割を果た
さなければならないのか認知することを遮る行為者の出現に全面的に起因
している」（Latour 2018: 48）という言葉からも分かるように、ラトゥール
自身も大地を媒介に己の政治的立場を明確にしていることがわかる。この
点を念頭に置いて、新唯物論に対する批判に戻ってみよう。 

新唯物論はマルクス主義を潜在的なライバルとするという評価を受けて
いる。ジジェクは、新唯物論の主な標的は超越的ヒューマニズムにあるが、
背後にはマルクス主義という幽霊が隠れていると指摘する（Žižek 2018）。
新唯物論はマルクス主義を還元主義的な科学、行為者に対する古い理解、
人間中心主義に留まっていると批判する。それは自然と社会という二分法
的な枠組みに閉じ込められ、人間の行為を構造的な制約の下でのみ理解し
ているからだ。しかし、ジジェク（Žižek 2014）は、その関係に先立つ実体
的オブジェクトを語るハーモンの非唯物論が「大義名分（Cause）」を説明で
きていないと考察する。それは物質的要素の効果であると同時に原因でも
あるからだ。他者（the big Other）も資本も大義名分や性格は同じである。
それらは関係的な実体でありながら、自ら生産する行為者でもある。しかし、
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ハーモンが言うように現行化されない仮想的存在として実在内部に後退し
ているのではなく、実在を超過する仮想的潜在性なのである。この潜在性と
は「分裂された統一性が持つ敵対性であり、絶え間ない活動を触発する膠着
状態」（ファン・ジョンア 2022: 225、再引用）とも同じだ。ここでいう「分
裂された統一性」はマルクス的意味の総体性と通じる。マルクスの総体性は
要素を一つにまとめる普遍性を指すが、それはすべての要素を有機的に統
一する中立的な容器のようなものではなく、「普遍的な敵対性（universal 
antagonism）」が各要素の内部を横断するという意味での普遍性を指してい
る。ジジェクの目には、私たちは一つの世界に住んでいても、そこには同様
の敵対性が横断しているように映っているのだ。 

ソ・ドンジン（2020）は、新唯物論の政治的効果がマルクス主義を嘲弄し
ていると述べる。新唯物論者たちはカントが確立した主体－客体という近
代的二分法を廃止し、認識、理性、無意識などを通じて規定された主体概念
も拒否している。核心となる主張は、主体は客体の一部に過ぎず、所与性
（giveness）は客体自体とは異なっているということだ。すなわち、人間－
主体とは、多様な物質的存在と力、関係などの行為者と同じ一つの契機に過
ぎないということだ。その結果、主体と客体は分離された項ではなく、同一
平面に属するものと位置づけられる。主体の対立項であるオブジェクト
（object）や対象の代わりに、事物（thing）、実体（substance）、内在的な
力の平面、アッサンブラージュ（assemblage）、主体のないオブジェクト
（subjectless object）などが強調される。新唯物論者たちは、主体性という
磁場の中に閉じ込められていた言語、議論、知識、文化のような対象または
客体を解放させ、事物の自律性とその能動的な力、生気的な力を重視するこ
とを目指している。彼らはカントの批判哲学を相関主義と呼んでいる。主体
がなくても存在するオブジェクト、すなわち経験、体験、変容（affection）
などを通じて把握されるような、全－主体的な次元を強調する。このような
主体概念の棄却は、認識－主体（knowing-subject）には現実－対象（reality-
object）が歴史的上でも対応して存在してきたというマルクス主義を嘲弄す
る政治的効果がある。ここでいう「認識－主体に対応する現実－対象」と
は、まさに資本主義を指す。新唯物論者たちは、主体－客体モデルが、存
在と物質がどれほど能動的なのか、そしてそれが現実を形成する上でどれ
ほど大きな役割を発揮するのかを無視していると批判する（ソ・ドンジン
2020: 51-3）。資本税を提唱するマルム（Malm 2019）もまた、人類税概念の
イデオロギー化を憂慮しながら、ANT の「混種主義」（hybridism）を批判
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する。マルムは現在の生態危機が社会的なことと自然的なことの間の区分
をさらに強化するだろうと予測する。社会的なものと自然的なものの区分
が明確になってこそ、生態危機の細部の原因を明らかにし、危険要素を減
らして本来の自然を回復することができるのだ。 

新唯物論とマルクスの歴史的唯物論は、いずれも自然を社会より先に存
在するものと捉えている。私たちは自然に依存することができるが、自然は
私たちに依存しない。両者が対立するのは、私たちが社会の中で生きる時、
自然の中で特別な方式で生きるかどうかという局面だ。新唯物論はこれを
否定する反面、歴史的唯物論は肯定している。歴史的唯物論が肯定するその
特別な方式とはまさに労働だ。マルクスは人間が歴史を通じて物質世界と
関係を結ぶとするが、新唯物論は人間と非人間を同等の線上に置いて人間
の特別な生き方を看過する。この時点で思い浮かぶのは、認識の出発点に対
する根本的な問いだ。私たちが自然と社会について考える時、その出発点は
観念なのか、自然なのか。これは認識論において古くから議論されている
問いである。人間の意識の向こうにある存在の生気を認めるには、意識を
前提にせざるを得ない。なぜなら、それらは歴史を超えて作用しているか
らだ。新唯物論と歴史的唯物論はどちらも人間が物質と関係を結ぶという
前提を共有しているが、その関係が「何を通じて」なされるかについては
異なる見解を示している。新唯物論が何を通じて関係が発生するのかを明
確に説明しなければ、意識の向こうの存在を「意識」を通じて解消しなけ
ればならないという「論点先取（petitio principi）」に陥るだろう。新唯物論
は歴史的唯物論が提起する観念論と同じ誤りを犯している（Eagleton 2016）。
カント以来の主体概念を否定する新唯物論に対する批判は、主に人間主体
の歴史性に対する無理解に集約される。主体－客体モデルは依然として大
きな批判を受けているにもかかわらず、人間の理性の能力を証明する定礎
でもあり、ヒューマニズム、人間らしさとも呼ばれる。これに比べ、新唯物
論は、物質の活気と資本主義社会の商品が持つ魅力の区別ができなくなる
リスクを伴う。人間も物質の契機と見なすことで、気候災害問題の責任を負
うべき主体を見逃しているという批判に直面している。 

引き続き、新唯物論的教育研究の有用性と限界を検討してみよう。二つの
有用性を指摘することができる。第一の有用性として、新唯物論的教育研究
は近代教育の転換のための言語を提供していることが挙げられる。フェー
ムとストック（Peim and Stock 2022）はオブジェクト指向存在論を支持す
る生態哲学者ティモシー・モートン（Morton 2013）の「ハイパーオブジェ
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クト（hyperobjects）」概念を活用して「教育は近代性というハイパーオブジ
ェクトと同じ特性を具体化したもの」（Peim and Stock 2022: 251）と語る。
ハイパーオブジェクトとは、粘性、非局所性、一時的波動性、局所性、相互
オブジェクト的という特性を持つ。集合的レベルでは、ペンやコーヒーカッ
プという対象はゴーストのように集積し、手に負えないほど私たちの日常
を埋め尽くしている。プラスチックや放射能など私たちの日常に満ちてい
ながらも個別個体を見ることが難しい客体や、さらには制度と観念も「ハイ
パーオブジェクト」と呼ぶことができ、これらは次のような 5 つの特徴を持
っている（Morton 2013）。サリーとミューレン（Saari and Mullen 2020）は
モートンが提示したハイパーオブジェクトの特徴を簡潔に要約している。 

 
1. 粘性（viscous） 

範疇化して区別しようとする試みにもかかわらず、それらは粘着し、血を
流すように赤く溶け、伸びていく。私たちが研究すればするほど、見失いや
すくなる・・・ 

 
2. 非局所性（non-local） 

分離された場所や時間に還元することはできないが、上の赤い日の出の
例のように定義づけられないまま分散される・・・ 

 
3. 時間的うねり（temporally undulated） 

複数のリズムを伴いながら長く伸び、広範囲に拡張される・・・ 
 

4. 位相（phased） 
他の部分が退く時にのみ、その部分を見ることができ、多面性を帯びてい

る・・・ 
 

5. 間対称性（interobjective） 
個々の人間と非人間の間に配置するが、互いに還元されることはなく、人

間－世界間の対応関係を超えている（Saari and Mullen 2020: 1470-1）。 
 
気候災害のような現象に向き合うことがなければ、ハイパーオブジェク

トという表現も大きな意味を得ないままだったろう。雨粒一つを認識する
ことはできないが、大雨は増える。個人による自動車の始動で排気される二
酸化炭素量はあまり影響がないが、人類全体での同じ行為では地球温暖化
を推進する。日常で使うプラスチック容器はリサイクルできる一方で、太平
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洋のどこかにあるプラスチック島はますます大きくなっていく・・・（Morton 
2018）。この奇妙で、不確定で、単一のリズムに還元することができず、全
体を把握することができないながら、独立性を維持して相互に影響を及ぼ
す存在としての「巨大な事物」。私たちは近代教育をハイパーオブジェクト
として認識することで、その亀裂を明らかにし、変化を促すことができるの
だ。 

第二の有用性として、新唯物論的教育研究は、社会科学である教育学が
指向してきた事実に対する技術と価値評価の分離を克服する資源である
ことを挙げることができる。広田照幸（2009）は、教育学は実践的教育学
と教育科学に区分されると述べている。前者は教育の理念と目的、児童な
ど教育対象に対する理解、学習方法のように量的・質的研究に還元されな
い規範的側面を含むと指摘する。ある教育目的はイデオロギーになり得る
し、ある教育対象は理想化され得るし、ある学習方法は客観的証拠を欠い
た独断的なものになり得る。このようなリスクにもかかわらず、教育学は
他の社会科学と違って、強い規範性を内蔵している。教育対象を望ましい人
生に導くという目的を放棄できないためだ。一方で、教育科学は研究対象に
対して描写に徹することを要求される。例えば、ある地域の大学進学率の結
果について研究者が価値評価を下すことには注意が必要である。興味深い
のは、実践的教育学と教育科学が区分されるべきだと言う広田も、両者の相
補性に注目しているという事実だ。教育科学が「現状をそのまま肯定したり、
予測された状態のままを望ましい状態」（広田 2009: 43）と見なしたりする
自覚のない保守主義から抜け出せるようにするためだ。前述の通り、ANT
をはじめとする新唯物論に基づいた教育研究は、私たちの関心事がどうい
うものであるべきかを重視する。非人間行為者に着目する理由は、気候災害
のような総体的事態がなぜ起きたのかを追跡するためだ。 

しかし、新唯物論的教育研究が越えなければならない山は高い。教育研究
の目的が教育の向上にあるならば、それは常に「目的論的実践としての教育」
（Biesta 2020: 45）と結びついているはずだ。ビースタは教育の目的が経済
的生産性、社会的和合、個人的発達にあるという一般的な主張に同意しなが
らも、これらが民主的市民より経済的人間というイデオロギーに縛られて
いると批判する。特に、教育研究に関する因果的仮定が「教育に関与する
人々に行為性（agency）の場、特に反省的行為性の場を提供することに苦労
している」（Biesta 2020: 38）と述べる。すなわち、教育の背景には準因果的
なメカニズムではなく反省的行為性に基づいた「意識的行動」で構成された
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複雑な社会的現実が存在するということだ。目的を持った実践である教育
は、意識的行動を伴わざるを得ない。ビースタはこのような完璧な因果性が
作動しない教育の特殊性を「開かれ（open）、記号的で（semiotic）、反復的
な（recursive）体系」（Biesta 2020: 39、（ ）による強調は筆者）と表現し
ている。 

ビースタの問題意識は、事実から関心事の問題への移行を重視する新唯
物論的教育研究と共通する面はあるが異なっている。依然として人間の意
識的行為に関連した記号学的側面を重視しているからだ。ここで記号学的
なものとは、意思疎通と相互解釈に基づいた教師と学生間の意味形成のプ
ロセスを指す。広義にはヒューマニズム的な世界観とポストヒューマニズ
ム的な世界観との違いを反映している。これと関連してビースタは資格取
得と社会化、主体化という教育の 3 つの機能での「均衡」も強調している。
このバランスは、これに先立って教育の特殊性にも適用できるだろう。すな
わち、因果メカニズムに還元されない開かれた性質、相互作用に基づいた記
号学的性質、教育体系内の反芻を通じて方向転換が可能になる反復的性質
という、教育が持つ 3 つの性質の均衡を保つことが求められる。この均衡に
おいて非人間行為者はどのような役割を果たすのか、ひいてはどのような
形で教育研究に寄与するのかを解明することこそが私たちにとって依然と
して重要な課題であろう。 
 

4．結論に代えて 
  

本稿では、新唯物論的教育研究の可能性、その効用と限界を同時に提示
することを試みた。 この問いが提起される理由の一つを、気候災害から
見つけることができる。とりわけ発展途上国での人口密集に伴う水不足、
農産物の収穫量減少、伝染病の拡散などは政治的不安定を引き起こしてい
る。 気候災害による人権侵害、健康権と生存権の侵害、住民の決定権侵
害、食糧安全保障への脅威といった問題がますます深刻になっている。本
稿で紹介した ANT の提唱者であるブルーノ・ラトゥールは、気候災害問題
をきっかけに晩年となった 2012 年に大作『存在様式の探求：近代人の人類
学』（Enquête surles modes d’existence: Une anthropologie des Modernes）
を著した。そこでは近代と生態を対比させ、後者の生き方を選択しなければ、
我々にこの先の未来はないと断言している。そして、「気候学者さえ信頼を
受けられない現状で、科学制度を探求する必要性が切実となっている」と語
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る。これはいったいどういうことであろう。専門家の言葉すら信頼されない
のであれば、科学を形成してきた制度の意味と価値を再確認する作業から
再び始めてみようということだ。ここには彼が研究の初期から過ごしてき
た実験室での生活から得た教訓がある。客観性の担い手である科学さえ、政
治や権力と絡んでいるという認識がそれだ。科学者たちの創造的生産物は、
論文のような一連の生産過程といった社会的制度に依存している。気候災
害が事実として受け入れられないのが現実なら、むしろそれを公論化する
過程、すなわち制度化する過程が必要だということだ。 

新唯物論的教育研究の傾向を推測するには、これまで疎外され排除され
た行為者、特に非人間行為者の声に耳を傾けることが求められる。気候災害
に責任を負うべきは人間であることは明らかだが－この事実は人新世とい
う言葉を流行させ、そして批判されることになったが－そこには個々の人
間以下あるいは理想的な存在者も関与している。教育研究では、学習の過程
に関与する無意識の行為者たち、例えばセマンティックウェブ技術やデジ
タル写真のような媒体の役割をすでに追跡し始めている。今後、新唯物論的
アプローチや素材を気候災害に適用する動きは、質的研究を超えてより拡
大してくだろう。ただこの新しい作業には研究者の注意深い洞察力が求め
られる。 

新唯物論は肯定的な可能性を持つにもかかわらず、哲学的、政治的な面で
いくつかの難点を抱えている。まず、生気的唯物論のように無生命体にまで
生命性を付与するということは、ともすれば世界を理解するための基礎的
概念、表現、論理を無視したり、無意味なものにする恐れがある。存在の配
置が自由に変わることは、個々の利害関係によって自由に物質を配置でき
るという意味でもある。これは倫理的に深刻な問題を生むだろう。私たちが
物質に従属しているという考え方は、皮肉にも対象が依然として私たちに
従属した存在と捉えることだ。これは能動的かつ受動的な我々の現実の姿
と乖離している。ANT、行為的実在論、オブジェクト指向存在論は、それ
ぞれに違いはあるが、基本的に既存の主体－客体関係を意味する相関主義
を批判することに重点が置かれている。さらに、政治的な面で新唯物論は人
間主体が築いてきた歴史を看過している。そのため物質が持つ活気が資本
主義的商品の魅力とどのように違うかを明らかにすることに脆弱だ。さら
に、人間も物質の契機の一つとみなすことで、気候災害問題の責任者が誰な
のかを曖昧にしている。 

教育研究でこうした問題を取り上げるのは、近代教育の転換、実践的教育
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学と教育科学の分離という課題に照らしてみても妥当であろう。斬新な発
想、新規性のあるアプローチの模索はどの学問でも辿る「必須通過」地点だ。
新唯物論に対する肯定と否定が交差するのは当然である。とりわけ人間中
心主義的という批判を受けてきた教育学が、新唯物論の言語をどこまで受
け入れ批判するかは、もはや無視できない課題である。 
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